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30%以上の高齢者が、歯が少ないにもかかわらず 

入れ歯を使っていない 
 

歯が少なくても、入れ歯を使っている人では、使っていない人よりも、4年後の転倒や認知

症が少ないことが報告されている。そこで、宮城県 I市の 65歳以上の高齢者 8,576名を対

象に調査を行なったところ、歯が 19本以下の人 2,650名の中で、入れ歯を使っていない人

が 31.2%いた。また、入れ歯の使用率は所得により異なり、低所得層は入れ歯を使ってい

ない人が多かった。ただし、例外的に、最低所得層は入れ歯の使用率が高かった。 
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＜背景＞ 

厚生労働省が健康日本21(第 2次)の目標として「健康格差の縮小」を明記するなど、健康格差が重要な

課題として注目されている。その対策を考えるためには健康格差が生まれるメカニズムを解明することが

必要である．しかし、社会経済状態による口腔の健康格差に関する研究は十分ではない。一方、歯が少な

いのに入れ歯を使わない人では、4 年後の転倒や認知症が多いことが報告されている。本研究では、十分

な噛み合わせのためには歯が 20本以上必要であるとの知見に基づき、歯が 19本以下の人の中で、入れ歯

の使用率と所得の関係を明らかにすることを目的とした。 
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高所得層と最低所得層は、入れ歯の使用率が高い 

低所得層は、入れ歯の使用率が低い 

平均: 68.8% 

図. 世帯年収ごとの、入れ歯の使用率（歯が 19本以下の人に限定） 



 

＜対象と方法＞ 

JAGES（ Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）プロジェクト

（http://square.umin.ac.jp/ages/）の 2010年調査で、宮城県岩沼市在住の 65歳以上の全高齢者 8,576

名にアンケート調査を行い、5,058名から回答を得た（回収率 59.0%）。歯が19本以下である 2,650名を対

象に、所得と入れ歯使用率の関係を検討した 

 

＜結果＞ 

2,650人中、入れ歯を使っている人は 1,822人(68.8％)であった。世帯年収が 50万円未満の層を除き、

所得が低くなるほど入れ歯の使用率が低くなった。世帯年収が 50 万円未満の層の入れ歯の使用率は、同

300-400万円の層や400万円以上の層と同程度に高かった(図)。 

 

＜結論・考察＞ 

本研究により、以下が明らかとなった。①歯の本数が十分でない人の 31.2%が、入れ歯を使っていない

こと。②入れ歯の使用率が、所得により差があること。③最低所得層の人よりも、その手前の人で入れ歯

の使用率が低いこと。①の一部および②については、入れ歯を作る際の金銭的負担が、受診抑制につなが

っている可能性が考えられる。③については、生活保護受給者に対する医療費扶助制度の影響や、低所得

層の人が様々な社会保障制度を利用する際に、行政職員などから歯科受診を促された可能性が考えられる。 

 

＜研究の意義＞ 

本研究により、日本の65歳以上高齢者において、所得により口腔の健康に差があることが示された。本

研究は、所得階層間での義歯使用率の格差が，転倒や認知症などの健康格差をもたらしている可能性を明

らかにし、今後の対策の必要性を明示した。 
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